
野田市公告第１２５号

図書館システム機器等の賃貸借及び保守サービス業務に係る実施事業者について、公募型プ

ロポーザルを実施するので、次のとおり公告する。

令和６年４月３０日

野田市長 鈴 木 有

現在の図書館システムは、令和元年度のシステム導入から 5年が経過し、ハードウェアが
老朽している。また、近年の社会・経済の変化に伴い住民のニーズも多様化・複雑化してお

り、生涯学習への関心も高まっている。このような背景から、安定稼働に加え、図書館が求

められている地域の情報拠点としての役割を果たすためのシステムが必要である。

ついては、現行図書館システムが保有するデータ等の資産を引き継ぎ、業務システムの機

能強化により図書館利用者サービス向上や情報提供の拡大を図るとともに、情報セキュリ

ティに対して十分考慮した図書館システムの更新を行うことを目的に、「図書館システム機

器等の賃貸借及び保守サービス業務」を実施するに当たり、公募型プロポーザル方式（以下

「プロポーザル」という。）により当該業務に対する意欲や資質、技術的能力など、総合的

に優れた事業者を選定することとし、次のとおり本業務を実施する事業者を募集します。

１ 業務概要

（１）業務名称

図書館システム機器等の賃貸借及び保守サービス業務

（２）業務内容 別添「図書館システム機器等の賃貸借及び保守サービス業務に関する仕様書」

のとおり

（３）履行期間

①準備期間（システムの構築、データセットアップ等）

契約締結日の翌日から令和 6年 11 月 30 日まで

②サービス提供期間（システム運用・管理・保守等）

令和 6年 12 月 1 日から令和 11年 11 月 30 日まで（５年間）

（４）発注者

野田市長 鈴 木 有

（５）その他

本業務にかかる費用は、仕様書の履行より発生する費用から運用・管理・保守の費用

のほか、機能要件等で対応可（代替方法による対応も含む。）とした事項及びプレゼン

テーションで提案した事項の実現を含めた費用等の全ての費用の総額とする。

支払いについては、費用総額を使用料として 60月分に平準化し、サービス提供期間に



おいて、受注者が当該月分をその翌月に本市に請求するものとする。

本市は、適法な支払の請求があった日から起算して 30 日以内に受注者に支払うものと

する。

２ 参加資格

次の要件をすべて満たしていなければならない。

（１）野田市入札参加資格業者名簿に登録されている者であること。

（２）地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167 条の 4第 1項に該当する者ではない

こと。また、第 2項に規定する参加の制限を受けている者ではないこと。

（３）野田市建設工事等請負業者等指名停止措置要綱の規定による指名停止措置を受けている

者でないこと。なお、参加申込書類の提出期限から受注候補者が特定するまで期間に、本

市から指名停止措置を受けた者は、参加資格を失う。

（４）法人税、法人事業税、消費税及び地方消費税を滞納していない者であること。

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の適用申請をしたときは、同法に基づく裁判

所からの更生手続開始決定がなされていること及び民事再生法（平成１１年法律第２２５

号）の適用申請をしたときは、同法に基づく裁判所からの再生手続開始決定がなされてい

ること。

（６）野田市建設工事等暴力団対策措置要綱（平成１２年５月１１日制定）に基づく指名停止

を受けていないこと。

（７）手形交換所による取引停止処分を受けたときは、停止処分を受けてから２年を経過して

いること又は当該入札日前６か月以内に手形若しくは小切手の不渡りを出していないこと。

（８）本業務を実施する組織において、情報保護及び品質管理の観点から、次の資格を取得し

ている者であること。

・ISO/IEC27001 または JIS Q 27001 に基づく認証（情報セキュリティマネジメントシステ

ム）

・ISO9001 に基づく認証（品質マネジメントシステム）

・JIS Q 15001 に基づく認証（個人情報保護／プライバシーマーク）

（９）年間個人貸出点数 100万点以上の市立図書館での運用実績があること
（10）現在、野田市立図書館が使用している「iLisfiera」からの移行実績があること

３ 全体スケジュール

事 項 日 程

募集要項・各仕様書等の配布 令和 6年 4月 30 日（火）

質問書の提出期限 令和 6年 5月 14 日（火）

質問書に対する回答期限 令和 6年 5月 22 日（水）

提案書及びその他提出資料一式の提出期限 令和 6年 5月 29 日（水）

第 1次審査結果の通知 令和 6年 6月 5日（水）



４ 応募及び審査等

（１）募集要項・各仕様書等の配布及び提案書等資料一式の提出

①期 間 令和 6年 4月 30 日（火）から令和 6年 5月 29 日（水）まで

午前 8時 30分から午後 5時 15分まで

※休館日・土・日曜日、祝日は配布しません。

②場 所 野田市生涯学習部興風図書館 欅のホール 2階

（２）参加申込の受付

①受付期間 令和 6年 4月 30 日（火）から令和 6年 5月 29 日（水）まで

午前 8時 30分から午後 5時 15分まで

※休館日・土・日曜日、祝日は受け付けしません。

②提出方法 代表者印を押印した「参加申込書（様式 2）」及び「申立書（様式 3）」を興

風図書館に直接持参する。

③提出部数 「参加申込書（様式 2）」及び「申立書（様式 3）」 各１部

（３）質問

①受付期間 令和 6年 4月 30 日（火）から令和 6年 5月 14 日（火）まで

午前 8時 30分から午後 5時 15分まで

※休館日・土・日曜日、祝日は受け付けしません。

②提出方法 「質問書（様式１）」を使い、持参またはメールにて興風図書館に提出する。

提出に当たっては、必ず質問書の発信を興風図書館に電話で連絡すること。

(休館日・土・日曜日、祝日は除く)

※受付期間を過ぎた質問のほか、電話や訪問による質問は受付しない。

③提出部数 １部

④回 答 日 令和 6年 5月 22 日（水）

⑤回答方法 メールで回答します。

（４）書類の提出

応募者は、募集要項及び仕様書、質問の回答を熟読し、次の審査書類を提出する。ま

た、提出時に仕様書等の返却をすること。

①審査書類

ア 資格確認書類等

第 2次審査プロポーザル実施日 令和 6年 6月 14 日（金）

第 2次審査結果の通知 令和 6年 6月 19 日（水）

契約予定日 令和 6年 6月 28 日（金）

名 称 提出部数

・履歴事項証明書（写し可） １部

・法人税、法人事業税、消費税及び地方消費税の納税証明書（その３の３） １部

・記載事項証明書（納税に関する事項）（様式４） ※1 １部



イ 業務要件等回答書

※ 1：機能要件シートの適用記号欄に対応状況（記号）が記入済のもの。未記入の

箇所がある場合は失格とする。

※ 2：配布記録媒体に回答後の Excel データを保存し提出する。

ウ 企画提案書

※ 3：配布記録媒体に提案書の電子データ（Word、PowerPoint、PDF 等）を保存し提

出する。

エ 価格提案書等

※ 4：現に積算をしているか否かを確認するので、価格提案書の提案価格と提案価格
積算内訳書の金額が合致しない場合は失格とする。提案価格は提案価格積算内

訳書の金額を積み上げた金額とする。

②提出期間 令和 6年 4月 30 日（火）から令和 6年 5月 29 日（水）まで

午前 8時 30分から午後 5時 15分まで

※土・日曜日、祝日は受け付けしません。

※提出期間後の受付はしない。期限までに提出されない場合は失格とする。

・財務諸表（貸借対照表及び損益計算書）またはこれに類するもの（過去３

年分）。新規設立の場合は財産目録
１部

・会社概要等、会社の事業内容が分かるもの（任意様式） １部

・次の資格等を取得・保有を証する書類（認証書(写)等）

・ISO/IEC27001 または JIS Q 27001 に基づく認証（情報セキュリティマネ

ジメントシステム）

・ISO9001 に基づく認証（品質マネジメントシステム）

・JIS Q 15001 に基づく認証（個人情報保護／プライバシーマーク）

１部

・図書館システムを平成 25 年度からの期間で、年間個人貸出点数 100万冊
以上の市立図書館の自治体でシステム構築を行い、継続して 3か年度を超

える期間にわたって運用した実績を証する契約書等の書類（契約書の写し

等）

１部

・「iLisfiera」を使用していた自治体でシステム構築を行った実績を証する
契約書等の書類（契約書の写し等）

１部

名 称 提出部数

・機能要件シート、評価点一覧表（指定様式）※2 11 部

・機能要件シート、評価点一覧表（Excel データ）※3 １部

・代替方法等提案書（様式６）※必要に応じて提出 11 部

・代替方法等提案書（Excel データ）※3、※必要に応じて提出 １部

名 称 提出部数

・プレゼンテーション企画提案書（様式７-１、様式７-２） 11 部

・プレゼンテーション企画提案書（電子データ）※4 １部

名 称 提出部数

・価格提案書（様式８-１） １部

・提案価格積算内訳書（様式８-２、様式８-３）※5 各１部

・委任状（様式９）※必要に応じて提出 １部



ただし、期間内に提出された書類のうち、追加書類を市が求めた場合はこ

の限りではない。

③提出場所 興風図書館に直接持参する。

④提出部数 上表「提出部数」のとおり。

（５）審査書類の作成方法

①資格確認書類等

ア 「資格確認書類等」と記した表紙を作成・添付し、上表「ア 資格確認書類等」の

上から順に綴じる（ホッチキス止めで可）。

②機能要件等回答書

ア ２穴のＡ４判フラットファイル等を用意し、表紙に「機能要件等回答書」と応募者の

「商号または名称」を記入する。

イ 機能要件等回答書の用紙サイズは、Ａ４判とし、ページ下中央にページ番号をふる。

ウ 機能要件等回答書は、「機能要件等回答書（表紙）」、「評価点一覧表」、「機能要

件シート」の順に綴る。

エ 業務要件等回答書は、本要項７(1)①ア【機能要件等における配点基準】に基づき、

適用記号欄に記号を記載し、各シート最終行に「事業者得点合計数」（以下「得点合計

数」という。）を記載する。

オ 適用記号欄に記号「△」と記載した項目で、別システムの追加や代替方法での対応等

の場合は具体的な対応方法を「代替方法等提案書（様式６）」に記載すること。

カ 「評価点一覧表」に、エで算出した得点合計数を記載する。

③企画提案書

ア ２穴のＡ４判フラットファイル等を用意し、表紙に「企画提案書」と応募者の「商

号または名称」を記入する。

イ 企画提案書の用紙サイズは、Ａ４判（Ａ３判折り込みは可、Ａ４判２ページ分とし

てカウント）とし、総ページは表紙並びに目次を除き、最大 50 ページまでとするが、

できるだけ簡潔にまとめること。

ウ 企画提案書は、「企画提案書（様式７－１・表紙）」、「目次（任意）」、「プレ

ゼンテーション企画提案書（様式７－２）」の順に綴る。

エ 企画提案書のまとめ方は、様式７－２に従い連続して作成するか、評価項目ごとに

ページに起こして作成する方法でも差し支えない。ただし、いずれも評価項目ごと

にまとめ、その順番で綴ること。

オ ページ下中央にページ番号をふる。

カ 企画提案書の本文で使用する本文の文字は、原則 11 ポイント以上の明朝体とする

（見出しや図表内の文字は除く）。

キ 上記以外の記述様式は任意とする。

④価格提案書



ア 「価格提案書（様式８－１）」及び「提案価格積算内訳書（様式８－２）（様式８

－３）」を封筒（任意）に封入し、割印したうえで提出する。必要に応じて、「委任

状（様式９）」を提出する。

イ 封筒の表面に「図書館システム機器等の賃貸借及び保守サービス業務の価格提案書

及び提案価格積算内訳書」と応募者の「商号または名称」を記載する。

ウ 価格提案書に記載する提案価格は、仕様書による業務のほか、業務要件回答書で対

応可（システムのカスタマイズ及びオプション対応のほか、別システムの追加や代替

方法による対応も含む。）とした事項及びプレゼンテーションで提案した事項の実現

を含めた本業務に係る総額等を記入する。いずれも消費税相当額を除く。

エ 提案価格積算内訳書が提出されない場合や、価格提案書の提案価格と提案価格積算

内訳書の価格が一致しない場合は失格とする。

オ 提案価格に対して、野田市低入札価格調査実施要領（以下「実施要領」という。）

を一部準用する。

（６）業務上限額

総 額 １４３,７４８,０００円（消費税相当額を含む）

なお、各年度の限度額は、次のとおり。

令和６年度 ９，５８３，２００円（消費税相当額を含む）

令和７年度 ２８，７４９，６００円（消費税相当額を含む）

令和８年度 ２８，７４９，６００円（消費税相当額を含む）

令和９年度 ２８，７４９，６００円（消費税相当額を含む）

令和１０年度 ２８，７４９，６００円（消費税相当額を含む）

令和１１年度 １９，１６６，４００円（消費税相当額を含む）

※この金額は契約時の予定価格を示すものではなく、業務内容の規模を示すための

ものであることに留意すること。また、価格提案書を提出する際は、価格提案書

に記載する提案価格総額が業務上限額を超えてはならない。

（７）第１次審査の結果

第１次審査の結果は、審査書類を提出したすべての応募者に対して、令和 6 年 6 月 5

日（水）以降に書面「第１次審査結果通知書（様式 10－１、10－２）」でメールにて通

知する。

（８）第２次審査の結果

第２次審査の結果は、対象事業者に対して、令和 6年 6 月 19 日（水）以降に書面「審

査結果通知書（様式 11－１、11－２）」でメールにて通知する。

５ 留意事項

（１）低入札価格調査制度の一部準用



提出された提案価格が、野田市低入札価格調査実施要領（以下「実施要領」という。）

第５条（３）イに定める失格基準を下回った場合は、実施要領を準用し次の手続を行う。

①応募者の提案価格が、実施要領に基づく失格基準価格を下回った場合は失格とする。

※野田市低入札価格調査実施要領：市のホームページを参照

[事業者向け情報]⇒[入札情報]⇒ [■入札等に関する書類（様式）及び要綱等]

⇒[７．入札に関する要項等] ⇒野田市低入札価格調査実施要領

（２）失格要件

次の項目に該当する場合は失格とする。

①審査書類に虚偽の記載をした者

②審査書類の記載内容が不明なものを提出した者

③審査書類に記名・押印のない書類を提出した者

④審査書類を期限までに提出しないまたは提出した審査書類に不足がある者

⑤業務上限額を超える金額で価格提案書を提出した者

⑥提案価格を訂正した価格提案書を提出した者

⑦誤字・脱字等により意思表示が明確でない価格提案書を提出した者

⑧他人の代理を兼ね、２件以上の審査書類を提出した者

⑨提案価格の算定について明らかに不正行為が認められる価格提案書を提出した者

⑩提案価格と提案価格積算内訳書の合計額が一致しない価格提案書または提案価格積算内

訳書を提出した者

⑪実施要領に定める失格基準となる価格を下回った提案価格を提出した者

⑫その他参加資格要件に違反した者及び募集要項により失格とされた者

（３）辞退

応募者は、いつでも辞退することができる。辞退する場合は、速やかに「辞退届（様式

12）」を興風図書館に書面で提出すること。また、提出時に仕様書等の返却をすること。

（４）選定手続の延長及び契約解除等の措置

①公正に受注者の選定手続を執行できないと認められる場合または明らかにそのおそれが

ある場合は、該当する事業者を選定手続に参加させないまたは選定手続の執行を延期若

しくは取りやめることがある。

②受注者と決定しても、契約締結までの間に、不正行為が明らかとなった場合は、契約を

締結せず、失格とすることがある。

③①、②の他、市が必要と認めたときは、選定手続を延期または中止することがある。

（５）応募者から提出された審査書類の扱い

①応募者から提出された審査書類は返却しない。

②提出された審査書類は必要に応じて複写し、庁内及び選定委員会で検討するときに限り

使用することができるものとする。

（６）審査書類の公表及び選定結果



①提出された審査書類は原則公表しないが、情報公開の請求があった場合は、野田市情報

公開条例に基づき、開示する場合がある。なお、開示に支障がある場合は、あらかじめ

申出ること。また、評価調書は、ホームページで公表する。

②選定結果は、選定結果通知後の選定結果に対する問合せ及び異議申し立てには、一切応

じない。

（７）参加申込者の費用負担

本募集要項に基づき、提出する審査書類の作成費用やプロポーザルの実施費用等、すべ

ての費用は、応募者が負担する。なお、上記（4）により選定手続が延期または中止になっ

ても、費用負担について市は責めを負わない。

（８）権利譲渡の禁止

受注者は、契約締結後に生ずる権利または義務を第三者に譲渡し、または承継させるこ

とはできない。ただし、事前に書面により市の承諾を得たときはこの限りでない。

（９）知的財産権の扱い

プロポーザルへの参加にあたり、知的財産権の日本国及び日本国以外の国の法令に基づ

き保護される第三者の権利の対象となっているものを使用した結果、生じた一切の責任は

応募者が負うものとする。

６ 書類の提出先

野田市生涯学習部興風図書館 欅のホール２階

〒278－0035 野田市中野台１６８番地の１

電 話 04－7123－7611、ＦＡＸ 04－7123－0844

メールアドレス:info-kou@library-noda.jp

７ 問合せ先

プロポーザル募集要項及び図書館システム機器等の賃貸借及び保守サービス業務について

野田市生涯学習部興風図書館 欅のホール２階

〒278－0035 野田市中野台１６８番地の１

電 話 04－7123－7611、ＦＡＸ 04－7123－0844

メールアドレス:info-kou@library-noda.jp


